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(政府の大きさ)

国と地方を通じた上記の改革努力により、「改革と展望」期間中の政府の大

きさ(一般政府の支出規模のGDP比)は、現在の水準を上回らない程度とす

ることを目指す。

(国民負担の在り方)

簡素で効率的な政府の実現に向け歳出面の改革を推進しつつ、受益と負担の

関係についても引続き検討を行うこととする。また、将来にわたって持続可能

な社会保障制度の構築や地方の自立など真に必要な行政サービスのために、今

後必要となる財源をどのように確保していくのか、構造改革の進展などを踏ま

えつつ検討を行う。

(21 世紀にふさわしい税制D

税制は政府活動のための財源を調達する基本的な仕組みであり、持続可能な

財政の確立に向けて、経済の市場化、国際化、少子化・高齢化という観点から、

貯蓄・消費行動、投資・起業行動、労働供給・就業形態に対する誘因をも考慮

しつつ、公平・中立・簡素の原則を踏まえた税制改革を行っていく必要がある。

その際、所得、消費、資産等の適切な課税ベースの選択、できるだけ広い課税

ベースの確保、政策目的に対して有効な政策手段であるかの検証等、幅広く税

制を見直していくことが不可欠である。

(新しい行政手法)

公的部門に企業経営的な考え方や手法を導入する「新しい行政手法(ニュー

パブリックマネジメント)」について、中期的な財政運営との関連も含め諸外

国の事例を検討しつつ、政策プロセスの改革を図る。また、公務員制度改革を

進める。

(4)社会資本整備の在り方

戦後 50年以上にわたる社会資本の整備により、国民生活の安全性や利便性

は飛躍的に向上し、経済発展を支える産業的基盤もつくられた。現在も国民生

活や経済活動にとって必要不可欠な公共投資は多数あるが、分野別配分の硬直

性や、受益者による費用の負担力誹亟めて少ない制度の下で、ややもすると必要

性の低い公共投資までが行われがちであるなど改善すべき点が多い。真に必要

性の高い公共事業を選択し、最も効率的に整備する仕組みを確立しなけれぱな

らない。

また、現下の厳しい財政状況や国民経済に占める公共投資の規模が欧米諸国

などに比べ非常に高いこと等を考えれぱ、投資規模についても見直しが必要で




